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 １　はじめに

　近年，オンラインメディア媒体を用いた企業の広報活動が増えている。2013 年 6 月に
行われた調査によれば，79％の企業がフェースブックアカウントを所有しており，2011
年の 28.8％から大きく増加した。ツイッターに関しても，2011 年に 42.9%だった企業アカ
ウント所有率は，2013 年には 57.3％に増える結果となった。これらのアカウントを所有
する主要目的を見てみると，広報活動がその一つに挙げられており，企業広報においてオ
ンラインメディアが欠かせない存在になってきたことが読みとれる （goo リサーチ， 2013）。
　しかしその裏で，オンラインメディアをどのように活用すればいいのか頭を抱えている
企業も多い。先ほどの調査でも，6 割以上の企業がオンラインメディア導入時の課題とし
て「運営ノウハウ」を挙げている。一般に，広報活動はその内容が多岐にわたっているた
め，どんな時にどのようにオンラインメディアを取り入れるべきか困惑している企業も多
いのであろう。こうした問題を背景に，最近は広報学の分野でオンラインメディアを扱っ
た研究がみられるようになってきた （小川・小山・吉野 , 2013）。しかし，その数はまだ
非常に少なく，特に理論的枠組みを用いた研究はあまりないのが現状である。
　一方で，海外に目を向けてみると，米国を中心に 1990 年代半ばからこの分野の研究が
実施されてきた。広報学の主要学術雑誌に掲載されたオンライン広報に関する論文数は
1992 年の１本から，2009 年の 17 本と大きく増加しており，近年ますます注目を集めてい
るといえよう（Ye & Ki, 2013）。また，2009 年までに出版されたオンライン広報に関する
115 本の論文のうち，およそ半分にあたる 51 本が理論的枠組みを用いており （Ye & Ki, 
2013），長年の研究の中で，様々な理論が構築されていることが伺える。海外では，こう
した理論が広報におけるオンラインメディア活用の理解を促し，また多くの研究を生み出
す起爆剤ともなっている。
　今後，個人のインターネット利用がますます増加すると予測される中で，オンラインメ
ディアを用いた企業の広報活動はさらに増していくと考えられる。そのため，この分野の
研究を活性化させることは，日本の広報学において重要となってくるであろう。その活性
化の１つのステップとして，本稿では，海外における広報とオンラインメディアに関する
近年の研究動向を概観する。特に，多岐にわたる広報研究の中で，どのトピックが注目を
集めており，どのような理論的枠組みが用いられているかについて詳しく見ていく。それ
により，今後の日本におけるオンライン広報研究の発展に貢献したい。
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 ２　研究方法

　今回研究対象となったのは，広報分野で主要な海外論文誌「Public Relations Review」
と「Journal of Public Relations Research」に掲載された 2010 年から 2013 年 7 月までの
論文である。期間を 2010 年以降の研究に絞った理由として二つあげられる。まず，2009
年までのオンライン広報研究の動向は先述した Ye and Ki（2013）で既に調査されている
ため，そちらをご覧いただきたい。また，近年オンライン広報の道具として注目を集めて
いるフェースブックやツイッターは 2008 年あたりから普及したという背景があり，これ
らに関する広報研究が論文として発表されるようになったのが 2010 年頃である。そのた
め，2010 年以降の研究を概観することが一番有用であると考える。
　論文を抽出するにあたり，まず筆者が上記に示した期間の論文（計 401 本）について，
要旨に全て目を通し，その中で広報活動におけるオンラインメディアの活用について論じ
た論文を抽出した。結果として，「Public Relations Review」から 59 本，「Journal of 
Public Relations Research」から 10 本の計 69 本が抽出された。それらの論文について，
以下の三つについて分析を行った。
　まず，その論文がどのオンラインメディアを研究対象にしているのかを本文から読み取
り記録した。一つの論文が複数の特定のオンラインメディアを対象としている場合は，あ
てはまるものを全て書き留めた。論文によっては，特定のオンラインメディアではなく，
オンラインメディア全体，またはソーシャルメディア全体について広く一般に研究してい
るものもあった。その場合は，「オンラインメディア全体」，「ソーシャルメディア全体」
として記録した。次に，その論文がどのような研究方法を用いていたかについても記録し
た。この時も，一つの論文で複数の研究方法を用いている場合は，当てはまるものを全て
書き留めた。最後に，その論文がどのような広報のトピックを扱っているか，またどのよ
うな理論が使われているかについて，本文を精読した上で判断した。以下に，これらの結
果をまとめる。 

 ３　結　果

　まず，抽出された論文を年別，論文集別に分類し，その結果を図 1にまとめた。この
図を見ると，オンラインメディア広報に関する論文の数は，過去 4 年にわたって年 20 本
程度のペースで推移していることがわかる。二つの論文誌を比べた際，「Public Relations 
Review」の方が毎年オンライン広報に関する論文を多く発表していることが見てとれる。
これは「Public Relations Review」に載せられる論文数が全体として「Journal of Public 
Relations Research」よりも多いことが原因であると考えられる。また，2010 年に「Journal 
of Public Relations Research」で発表された論文は 7 本と，他の年に比べて多くなってい
る。これはこの年に，当論文集にてオンラインメディアについての特集が組まれており，
そのため該当する論文の数が他の年よりも多くなったと推測する。
　次に，どのオンラインメディアが研究されているかみてみると，もっとも多いのがソー
シャルメディア全体（19 本）であり，企業ウェブサイト（16 本）とツイッター（15 本）
が後に続いた。また，フェースブックとブログについての研究も 6 本ずつあり，オンライ
ンメディア全体に関する研究は 4 本あった。これらの結果から，全体として，ソーシャル
メディアに関する研究が多く，その中でも特にツイッターが注目されていることが伺える。
また年ごとの推移を見たところ（図 2），2012 年，2013 年にかけて，ソーシャルメディア，
ツイッター，フェースブックが特に多くなっていることが分かる。一方で，企業のオフィ
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シャルウェブサイトに関する研究は近年減少傾向にあることもみてとれる。
　本数としては少ないが，ユーチューブ（1 本）やインターネット掲示板（1 本）などに
ついても研究が行われていた。また，2012 年あたりから携帯電話を介した広報活動も少
しずつ研究されるようになり，2012 年には携帯のテキストメッセージに関する研究とモ
バイルアプリに関する研究が 1 本ずつ，2013 年にはモバイルウェブサイトについての研
究が 1 本みられた。
　研究方法についてみたところ，内容分析が 30 本と一番多く，アンケート調査（17 本），
インタビュー調査（10 本），実験法（6 本）と続いた。その他として，ケーススタディー
やディスコース分析，データマイニングなどの手法も用いられていた。
　さらに，今回分析対象となった 69 本について，どのような広報の問題を扱っていたか
分類したところ，主に三つのトピックが浮かび上がった。一つ目が，パブリックとの関係
構築であり，23 本の研究がこれに含まれる。次に多いのが，企業が不祥事などを起こし
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た際の危機・コミュニケーションに関するものであり，13 本の論文がこれに当てはまった。
さらに，広報活動におけるオンラインメディアの導入を扱った論文は 8 本みられた。その
他，社内コミュニケーション，メディア対応（メディア・リレーションズ）などがトピッ
クとして挙げられる。また，トピック別に 2010 年から 2013 にかけての論文の推移を分析
したところ，図 3 のような結果となった。導入に関する研究が近年減少している一方で，
危機・コミュニケーションに関する研究が増加傾向にあることがわかる。また関係構築に
関する研究は年に関わらず多いこともみてとれる。では，この三つのトピックにおいて，
具体的にどのような研究がおこなわれているのだろうか。以下に，論文の中で用いられて
いる理論に注目をしながら研究動向をまとめる。

3-1　パブリックとの関係構築におけるオンランメディアの利用
　広報を英語に訳した際に「パブリック・リレーションズ」と呼ばれるように，株主，社
員，消費者，地域住民などを含めたパブリックとより良い関係を構築し，維持することは
広報の重要な活動の一つである（猪狩，2007）。企業とパブリックの間に良い関係が築か
れることで，パブリックは安心して企業に関わることができ，企業側もまた円滑に活動を
行うことができるという効果が期待される。そして，パブリックとの関係構築及び維持の
ためには，企業側から一方的に情報開示をするのではなく，パブリック側の声を吸い上げ
て企業活動に反映させる，いわゆる双方向的なコミュニュケーションが重要だとされてい
る（Grunig, 2001）。
　1990 年代にインターネットが普及してから，海外の広報学研究者の間ではオンライン
メディアをパブリックとの関係構築にどのように活用すべきか多くの議論が交わされてき
た。その中で生まれた理論の一つが，今回分析した論文の中でもっとも頻繁に用いられた

「対話的コミュニケーション理論」（Kent and Taylor, 1998）である。Kent and Taylor（1998）
は Grunig（2001）が主張する双方向的コミュニケーションを実現する上で，「あらゆるア
イデアや意見の交渉」を意味する対話的コミュニケーションが必要だと論じた。そして，
当時普及しはじめていた企業ウェブサイトを例に挙げながら，オンラインメディアは企業
とパブリック間の対話的コミュニケーションを促進させると主張した。そうした上で，
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Kent and Taylor（1998）は，企業がオンラインメディアを効果的に利用するための 5 つ
の要点を指摘している。その 5 つとは，1）対話の循環（dialogic loop）: 企業サイト上に
問い合わせフォームやチャット機能などを設置することで，パブリックと企業間の対話の
循環をはかる，2）情報の有用性（the usefulness of information）：製品に関する詳しい情
報や投資家向け情報など，パブリックが知りたい企業情報をサイト上で公表し，このサイ
トに来れば必要な情報が得られると感じてもらうことで，企業が所有するオンライン媒体
の信頼性をあげる，3）再訪問の促進（the generation of return visit）：常に情報を更新す
ることで，再びサイトを訪問してもらえるよう働きかける，4）インターフェイスの利便
性（ease of the interface）：利用者が使い易いようサイトデザインを工夫する，そして
5）利用者の保持（conservation of visitors）：利用者ができるだけ長くサイトに留まるよ
う内容を工夫する。　
　当時，対話的コミュニケーション理論はオンラインメディアと関係構築を結びつけた数
少ない理論として注目され，その後のオンライン広報研究でも頻繁に用いられるように
なった（Ye & Ki, 2013）。今回抽出された論文にも，企業のフェースブック，ツイッター，
及びモバイルサイトの利用について，対話的コミュニケーション理論の中で指摘された 5
つの要点をもとに分析を行ったものがいくつかみられた（Linvill, McGee, & Hicks, 2012
など）。例えば，モバイルサイトについて内容分析した McCordindale and Morgoch （2013）
は，多くの企業モバイルサイトが上記の五つの要点を満たしていないことを指摘した。特
に，「再訪問の促進」について実践してる企業は少なく，情報の更新など，利用を促進さ
せるサイト管理の必要性が主張された。
　一方で，1990 年代末に構築された対話的コミュニケーション理論は主に企業ウェブサ
イトを念頭において構築されたものであるため，新しいオンラインメディアツールを研究
する際には，この理論を用いる事が妥当であるか，熟慮すべきだという主張も近年あがっ
てきている。例えば，今回抽出された Rybolko and Seltzer（2010）の論文では，ソーシャ
ルメディアの広報における利用を評価する際，対話的コミュニケーション理論で挙げられ
た 5 つの要点を用いることは適切ではなくなりつつあると指摘している。彼らがフォー
チュン 500 の企業を対象に行ったツイッターについての調査では，ツイッター上でパブ
リックとメッセージのやりとりを行っている企業は，「再訪問の促進」を十分に実施して
おらず，逆に「再訪問の促進」を実施している企業は，パブリックとのメッセージのやり
とりをあまり行っていない結果となった。Rybolko and Seltzer（2010）によると，「再訪
問の促進」では，企業情報の頻繁的な更新を推薦しているが，こうした情報開示を目的と
したオンラインメディアの活用法は，ツイッターをはじめとするソーシャルメディアにお
いてはあまり意味をもたなくなってきている。むしろ，ソーシャルメディア上では一方的
な情報開示は控え，パブリックとのメッセージによる交流に力を注ぐべきだと主張してい
る。
　こうした批判を受けて，新しいタイプのオンラインメディアツールをパブリックとの関
係構築，及び維持のためにどのように活用すべきか，近年様々な新しい模索が行われてい
る。今回分析対象となった論文の中にも，そうした論文がいくつかみられた（Lee & 
Park, 2013 など）。その際多く用いられていた理論的枠組みが「関係メンテナンスの方略
と成果」（Hon & Grunig, 1999）である。この理論は，もともと対人コミュニケーション
の分野で発達した「関係メンテナンスの方略」（Stafford & Canary, 1991）を企業コミュ
ニケーションに応用させたものであり，企業がパブリックと関係を構築及び維持する際に
有効な 6 つの方略（肯定性，開放性，保証行動，ネットワーク，課題の共有）と 6 つの成
果（信頼性，満足度，参加意欲，影響の相互性，利益関係性，共有関係性）について論じ
ている。
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　この理論の大きな特徴は，6 つの方略と 6 つの成果をどのように測定すれば良いか尺度
を提示している点であり，特に 6 つの成果に関する測定尺度は，企業とパブリック間の関
係を測定する指標として，これまで海外の広報研究で広く利用されてきた。今回分析対象
となった論文の中にも，これらの測定尺度を用いて，オンラインメディアの活用法につい
て探求しているものがいくつか見られた。例えば，オンライン上での情報発信は匿名で行
われることが多いため，近年は情報の発信源をわざと曖昧にして自社商品の宣伝や自社に
とって有利な情報をオンライン上に流す行為が見られるようになっているが，Sweetser 

（2010）はオンライン上でのこうした行為が，結果として企業とパブリック間の関係構築
にどのような結果をもたらすのか，実験によって分析している。その際，上記の 6 つの方
略を従属変数として使用し，情報源を明らかにしない情報開示は，時になりすましである
とパブリックに判断され，結果としてパブリックとの関係構築にマイナスに働くことを明
らかにしている。また Lee and Park （2013）が最近行った研究では，オンラインメディ
アを利用して企業がパブリックとメッセージのやりとり（メッセージ双方向性）を行うこ
とが，関係構築にどのような影響を及ぼすか検討している。その際，関係メンテナンスの
方略と成果理論が提示している 6 つの成果を関係性の指標として用いており，オンライン
上においてメッセージ双方向性を高めることが，関係構築にプラスに影響することを明ら
かにした。
　パブリックとの関係構築，及び維持は広報の中核にあたる活動であり，今後もこのトピ
クに関する研究は活発に展開されていくであろう。その中で，この分野で代表的な対話的
コミュニケーション理論をいかに見直し，及び発展させられるかが重要となってくる。 
特に，対話的コミュニケーション理論はこれまでオンライン広報研究の基礎として考えら
れていたため，この理論で指摘された 5 つの項目を実践することが，本当に関係構築，維
持の強化につながるのかについて，実証的な研究があまり行われてこなかった。しかし，
上記したように，新しいタイプのオンラインメディアが次々と誕生する中，初期の「対話
的コミュニケーション理論」に基づいてオンライン広報を理解することには限界が来てい
る。今後は「対話的コミュニケーション理論」の検証と，各々のオンラインメディアの特
性を考慮した理論やモデルの構築が必要となってくるであろう。

3-2　危機・コミュニケーションにおけるオンラインメディアの利用
　企業が不祥事の際，パブリックとどのようにコミュニケーションをとるかに関しては， 
広報の分野で以前より研究が進められてきた。これまでにもいくつかの理論的枠組みが提
唱されており，代表的なものに，危機の種類に応じたコミュニケーション戦略について論
じた Situational Crisis Communication Theory（SCCT；Coombs & Holladay, 2002）が
ある。2000 年代初期に構築された SCCT はマスメディアを介して企業がパブリックに情
報を開示するいわゆる一対多数（one-to-many）の情報伝達モデルを想定している。しかし，
オンラインメディア，特にソーシャルメディアの普及により，誰でも情報を発信できるよ
うになった今，パブリック側から提供される危機情報にも目を向ける必要が出てきている。
　例えば，Wigley and Fontenot （2011）の論文では，2007 年と 2011 年に米国で起きた 2
つの乱射事件について，一般市民がオンライン上に投稿した危機情報を新聞やテレビの
ニュースがどのように報道しているか比較している。その結果，一般人発のオンライン情
報を元にした報道は，2007 年では全体の 6.5％であったが，2011 年には 9.5％に上昇して
おり，パブリック側から提供される情報の重要性が増している事を浮き彫りにした。一方
で，オンライン上の危機情報に対する市民の受け取り方も変化してきたという主張もある。
Freberg（2012）では，商品のリコール情報を公表する際，情報源の違いがそのリコール
に応じるか否かにどのような影響を与えるかについて調査した結果，世代間で大きな違い
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がみられた。ベビーブーマー世代 （1946–1964） は，公共機関（政府など）からの情報に
比べると，一般人のブログやソーシャルメディア上の危機情報は信頼度が大きく欠けてい
ると感じていた。しかし，ジェネレーション X 世代（1965–1976）では 2 つの情報源の信
頼度の差が縮み，エコーブーマー世代 （1977–1992） にいたっては，2 者間に差がほとんど
見られなかった。これは，将来的に危機・コミュニケーションを行うツールとして，ソー
シャルメディアが有効なものになることを示唆している。
　上記のような研究結果を受けて，多数対多数（many-to-many）の情報伝達モデルを視
野においた危機・コミュニケーションの理論も構築されはじめている。その一つに，今回
研究対象となった Liu, Jin, Briones, and Kuch （2012）の Social-Mediated Communication 
Model（SMCM）がある。Liu et al.（2012）はオンライン上におけるユーザー同士のやり
取りを通じて，危機が形成，及び拡散されることがあるため，企業は特に情報拡散力を持
つ人たち（インフルエンサー）に注目するべきだと論じている。そして，危機・コミュニ
ケーションの一環として，まずはインフルエンサーをモニタリングすることで危機を予知
し，さらに危機が生じた際には，インフルエンサーと彼らが流す情報を消費するユーザー
の存在を考慮しながら，適切な情報を適切な情報源を介して発信することが大事であると
主張した（Liu et al., 2012）。例えば，Liu, Austin, and Jin （2011）が行った研究では，企
業が自社の不祥事に対して弁護する場合，マスメディアを通して直接情報を発信する方が
受け入れられやすく，一方で，不祥事によって被害を受けた人たちに対して企業が何らか
の代償を行うといったような情報は，インフルエンサーなど第 3 者が主体となった発信方
法がより効果的であることを明らかにした（Liu et al., 2011）。
　こうしたメディア媒体の特性に考慮して情報発信をすべきだという考え方は他の論文で
も共有されていた（Utz, Schultz, & Glocka, 2013 など）。Schultz, Utz, and Göritz （2011）
が行った実験では，危機に関する情報の発信には，新聞紙よりもツイッッターを介して伝
達した方が， パブリックの企業に対するネガティブな反応を引き起こしにくいことが示さ
れた。一方で，新聞紙を介した情報は信頼性が高いため，危機情報を他人に教えるといっ
た二次的な危機・コミュニケーション行動は，新聞紙を介して情報を受け取った方がより
多くなることが示唆された。
　オンライン上にて危機情報が瞬時に拡散されるようになった中で，上記のような研究は
さらに重要となってくると考えられる。今後の課題としては，オンライン上の情報を出発
点として広がっていく危機ついて，そのメカニズムを探求するとともに，対応策を考察す
ることである。例えば，日本で 2013 年に起きた悪ふざけ投稿問題を例にすると，ソーシャ
ルメディアに投稿された写真がオンライン上で拡散され，マス・メディアが報道すること
でさらに広まり，結果としていくつかの店が閉店に追い込まれる事態となった。これは，
マス・メディアが中心となって危機が発生，発達していくこれまでの危機発生メカニズム
とは違うものであり，企業も従来の危機・コミュニケーションと異なった対応を迫られて
いる。

3-3　広報活動におけるオンラインメディアの導入 
　上に見てきたように，広報活動においてオンラインメディアを用いる有効性については
1990 年代後半から盛んに論じられてきた。しかし，オンラインメディアを早い段階で導
入する企業もあれば，いまだに導入していない企業もあり，企業間に差が生じている。で
は，広報活動でのオンラインメディア利用を促進，または阻害している要因は何であろう
か。この問題について，これまで様々な視点から研究が行われている。
　例えば，広報部長を対象に行なわれた調査では（DiStaso, McCorkindale, & Wright, 
2011），企業としてソーシャルメディアのページを持つことで，ページ上に投稿される情
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報をコントロールできないという不安を多くの人が抱えていることが明らかになった。ま
た，Rogers （1995) のイノベーション理論を用いて，広報担当のオンラインメディア利用
を調査した研究では（Kitchen & Panopoulous, 2010），試用可能性（事前に試験的に使う
機会を与える）を高めることで，利用を促進できることが示唆された。さらに，Avery 
et al. （2010）が行った調査では，組織が属するコミュニティーの規模によって，広報にお
けるオンラインメディアの活用が異なることが示された。
　一方で，企業が広報目的でオンラインメディアを用いることについて，パブリックがど
のように感じているか調査していた論文もいくつか見られた（Steyn, Salehi-Sangari, Pitt, 
Parent, & Berthon, 2010 など）。その際用いられていた理論に，Davis （1989） の技術受容
モデル（The technology acceptance model：TAM）がある。TAM によると，個人があ
る技術を受容するか否かを判断する際に，二つの変数「有用性」と「使用容易性」が大き
く影響している。これをオンライン広報に応用したのが Weberling and Waters （2012）
である。Weberling and Waters （2012）は，アメリカの赤十字社が行った携帯電話のテ
キストメッセージによる募金活動について，実際に募金を行った人を対象に調査を行い，
テキストメッセージを用いた募金活動を有用的であると思った人は，より募金行動を行う
意思が強いことを示した。一方で使用容易性を高いと評価した人は，逆に今回の募金活動
を否定的に受け止めている結果となった。これについて，Weberling and Waters （2012） 
は携帯電話がパーソナルな情報機器であることを要因にあげている。つまり，いつも身に
つけている携帯電話を使って募金することは利便性を促進しているが，同時に企業が個人
のパーソナルスペースに踏み入ることも意味しており，結果としてマイナスに働く可能性
があることがこの研究によって示唆された。
　こうした Weberling & Waters （2012）のような研究は広報をする側の利便性だけを考
えてオンラインメディアを使用することに警鐘を鳴らしているといえる。新しいコミュニ
ケーション技術が次々と登場する中，果たしてそれらを広報の道具として導入する必要が
あるのかどうか，いまいちどパブリックの視点に立って評価することも大事であろう。

 ４　まとめと考察

　本研究では，海外のオンライン広報に関する研究について，「Public Relations Review」
と「Journal of Public Relations Research」にて発表された論文を用いて概観した。その
結果，様々なオンラインメディアのうち，ソーシャルメディア，中でもツイッターが特に
注目を集めており，また内容分析を使った研究が多いことが明らかになった。さらに，研
究されているトピックに目を向けてみると，パブリックとの関係構築，及び危機・コミュ
ニケーションに関する研究が全体の半分以上（52%）を占めており，特に関心を集めてい
るテーマであることが分かった。また，これまで主流であった理論（対話的コミュニケー
ション理論や SCCT など）を見直す動きも見られ，ソーシャルメディアなど新しいタイ
プのオンラインメディアが普及する中で，オンライン広報のあり方について新たな議論が
わき起こっていることがみてとれた。これらの結果をふまえて，以下に今後の課題をいく
つか提示する。
　まず，今回分析対象となった論文の中で，モバイルメディアに関する研究は 3 つに留まっ
た。しかし，モバイルメディアはこれからさらに普及すると予測されるため，オンライン
広報にモバイルメディアをどのように取り入れるか考察することは今後重要な課題となっ
てくる。これまでの情報機器と違って，携帯電話はいつでもどこでも情報にアクセスでき
るという利便性を備えており，またユーザーにとってはパーソナルなメディアである。こ
うしたモバイルメディアの特性は，利用者がこのメディアを介してどんな情報を得たいか，
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また受け入れられるか判断する際に影響を及ぼすと考えられる。今後はモバイルメディア
の特性に注目して，場合によっては他の分野（情報学など）の研究を参考にしながら，広
報活動におけるモバイルメディアの活用について探求する必要がある。
　また，今回分析した論文の研究手法として，内容分析が 30 個と多い反面，実験方を用
いた研究は 6 つにとどまった。この結果から，企業のオンラインメディアの現状を調査し
た研究が多く，一方でオンラインメディアを用いることでどのような広報効果が得られる
か，因果関係について厳密に分析したものが少ないことが伺える。しかし，実験法は理論
の検証をする際に有効な手法であり，理論の見直しと発展を進めていく上で今後もっと使
用されるべきである。
　さらに，本稿で取り上げた理論は，日本でのオンラインメディア広報の研究にも十分活
用できるものだが，いくつか注意すべき点もある。その一つに，本稿で扱った論文の多く
が欧米の事例を対象としているため，そこから導きだされた理論を使用するにあたっては，
欧米諸国と日本の様々な違いに気を配ることが必要だ。例えば，企業のオンラインメディ
アの使い方やパブリックの情報共有の仕方に関して，国間で違いがあることは先行研究で
既に明らかにされている（Dou, 2010; Men & Tsai, 2012 など）。また，LINE など，日本
で発達し普及しているオンラインツールなどもあり，このようなメディア媒体を研究する
際には，普及の背景に考慮しながら理論を当てはめる必要があるといえる。
　日本ではこれまで，企業のオンラインメディア活用はしばしばセールスやプロモーショ
ンに結びつけられる傾向があった。しかし，今回の調査からも分かるように，パブリック
との関係構築や危機・コミュニケーションといった広報の立場から，企業のオンラインメ
ディアについて分析することも可能である。今後，日本におけるオンライン広報の研究が
増えることを期待すると同時に，本稿が学術的発展の一助になることを願う。
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